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・調査結果概要 
 

１ 本社所在地別事業所数について（表１） 

  本社所在地について、「白井市内」が１５２社（５１.２％）と最も多く、次

いで「都内」が７７社（２５.９％）、「千葉県内（白井市以外）」が４４社（１

４.８％）となっており、前回との比較では、「市内に本社」をおく事業所の比

率が増えた結果になった。これについては進出企業の入れ替わりや前回６５

社（１８．６％）あった「未回答」がゼロとなった影響があるものと思われる。 

 

２ 業種別事業所数について（表２） 

  業種については、「製造業」が１５１社（５０．８％）で全体の半分を占め、

その内「金属製品製造業」が５０社（１６.８％）で最も多い業種となってい

る。そのほか多様な業種が集積しているが、前回は、製造業が約７割を占めて

おり、進出企業の入れ替わりなどが考えられる。 

 

３ 雇用形態別等従業員数について（表３） 

  従業員数については今回調査では「正規従業員とパート」合わせ７,０４１

人。前回は７,４９６人であり、４５５人（６.１％）の減少となった。内訳と

して「正規従業員」は前回と比較し、４.８％上昇し、「パート従業員」は３４.

６％減少となっている。また、「市民雇用」については、正規、パート合わせ

前回は１,１７９人（１５．７％）だったが、今回調査では８６６人（１２.３％）

にとどまり、大幅に減少している状況である。このことから、人手不足の中、

市民がより他業種、他地域の仕事を求め移っていることが考えられる。 

 

４ 従業員数別事業所数について（表４） 

  従業員数別の事業所数は「１１人～２０人」が６１社（２０.５％）で最も

多い、従業員２０人以下の小規模企業者と言われる事業所は１２４社（４１.

８％）で約４割を占めている。全体を通して、中小企業とされる従業員３００

人以下の事業所が２８２社（９４.９％）あり、白井工業団地は中小企業が多

く集積した工業団地である。 

 

５ 年間売上高について（記述式であり資料添付なし） 

年間売上高については約５,７４７億円で前回調査では約４,４８８億円で

あったことから、工業団地全体としては拡大しているといえる。しかし、回答

を控える事業者も多く、前回調査の際と同一調査対象事業所とはなっておらず、

参考結果として捉えるべきである。 

 

６ ５年前の売上高との比較について（表５） 

  今回の調査では５年前の売上と比較して、増加傾向と回答した事業所が１

３０社（４３.７％）、一方で減少傾向と回答した事業所が６６社（２２.２％）

あり、景気の回復の影響などから、業績を拡大させた事業所が多かった。しか
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し、回答を控えた事業者が２３社（７.７％）あり、減少傾向と回答した事業

所が６６社（２２.２％）あったことも含めると、業態、業種にもよるが、依

然厳しい経営環境の事業所も少なくないと考えられる。 

 

７ 年間売上高に占める海外比率について（表６） 

「海外との取引なし」と回答した事業所が２３６社（７９.５％）で、ほと

んどが国内向けの製品、取引の事業所が多い現状である。 

 

８ 主な販売先について（表７） 

  主な販売先は、「千葉県外」の１６１社（５４.２％）で最も多く、次いで「千

葉県内（白井市以外）」が７９社（２６.６％）で、「白井市内（白井工業団地

内含む）」と回答した事業所は３５社（１１.８％）となっている。これについ

ては市・県内に留まらず、他地域の企業に求められる企業活動がなされている

ものと推察できる。 

   

９ 主な仕入先について（表８） 

主な仕入先は、「千葉県外」が１６０社（５３.９％）で最も多く、次いで「千

葉県内（白井市以外）」が９２社（３１．０％）、「白井市内（白井工業団地内

を含む）」が２２社（７.４％）となっている。これについては市・県内に留ま

らず、他地域の企業にもアンテナを張り、企業活動がなされているものと推察

できる。 

 

１０ 経営課題について（複数回答）（表９） 

経営課題では「人材確保の困難」が１６８社（５６.６％）で最も多く、次

いで「従業員の高齢化」が１１８社（３９.７％）となっている。前回ではそ

れぞれ１３６社（３８．６％）、１０５社（３０．０％）となっており、人材

不足と従業員の高齢化による「将来に向かっての人材の確保」が最も重要な経

営課題としてのしかかっていることがわかる。 

また、「工場や設備の老朽化」が８０社（２６.９％）、「価格競争の激化」が

４６社（１５．５％）、「新規顧客の開拓が困難」が４０社（１３．５％）、「営

業力の弱さ」が３３社（１１．１％）などから、人材不足や価格競争に対応で

きる最新の設備への投資や中小企業であるための情報発信力や営業力の不足

を経営課題としている事業所が多かった。 

 

１１ 今後の経営方針（事業面）について（複数回答）（表１０） 

今後の事業面における経営方針については、「現状維持」と回答した事業所

が８３社（２７．９％）と最も多かった。これは景気の回復から業績を伸ばし

ている現状を維持していきたいのではと考えられる。次いで「積極的な設備投

資」が７０社（２３．６％）、「同業種間の交流促進」が６３社（２１．２％）、

「独自技術・製品等の PR」が６１社（２０．５％）の順となっており、一方で

は事業拡大を図りたい事業者も多いことも合わせて考えられる。 
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１２ 今後の経営方針（人材面）について（複数回答）（表１１） 

今後の人材面における経営方針については、「若い人材の確保」が１８９社

（６３．６％）で最も多く、次いで「経験者など即戦力となる人材の確保」が

１３５社（４５．５％）、「地元人材の確保」が５２社（１７．５％）あったこ

とから、「人材の確保」が最も重要な課題、取り組みであることがうかがえる。 

また、「従業員に対する職場内研修の推進」が４２社（１４．１％）、「定年

延長や再雇用など高齢者の活用」も５０社（１６．８％）と回答が多かったこ

とから、現在の人材を育成し、長く働くことのできるようにすることも重要視

されていることがうかがえる。 

 

１３ 今後の事業承継の見通しについて（表１２） 

事業承継については、後継者候補がいない企業は全企業の約７０％に達して

いるとされている。その中で、「後継者（親族など）に承継する」が８５社（２

８．６％）、「後継者（従業員など）に承継する」が４５社（１５．２％）とい

ったように承継候補が既に考えられているケースと「わからない」が１４８社

（４９．８％）と約半数ずつに分かれており、平均を上回ってはいる。 

 

１４ 今後の設備投資の見通しについて（表１３） 

今後の設備投資の見通しについては、「既に設備投資している（した）」と回

答した事業所が８０社（２６．９％）で最も多かった。また「将来的に設備投

資する予定である」と「概ね３年以内に設備投資する予定である」と回答した

事業者についても合わせて８７社、（２９．３％）あり、景気の回復から、現

在は事業投資への過渡期となっているものと思われる。 

 

１５ 白井工業団地又は市内・周辺地域との連携について（表１４） 

白井工業団地又は市内・周辺地域との連携については、「機会があれば連携

（取引）したい」と８９社（３０．０％）が回答している。一方で「既に連携

（取引）している」が１４０社（４７．１％）あり、約半数が既に何かしらの

取引を行っている。これは様々な業種が進出している工業団地内でそれぞれの

強みを活かし、分業・連携が進んでいることが考えられる。 

 

１６ 現在使用している飲料水、生活用水について（表１５） 

現在、白井工業団地は、市営水道の給水区域外となっている。そのため、現

在使用している飲料水、生活用水については「自家用井戸水」が２１９社（７

３．７％）あり、「白井第二工業団地水道組合の管理する井戸水」が５１社（１

７．２％）となっている。 

現在の飲料水等の使用量（１か月あたり）については飲料水、生活用水が１

２１社回答し、５７，１１６㎥あり、工場用水が７３社回答し、１５２，９４

７㎥ある。これは工場用水で多くの水量が使われていることがわかる一方で、

未回答が１４７社もあることから、全体量を把握することは困難である。 

  

１７ 現在の飲料水に対する不安感・不便感について（表１６） 
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  現在の飲料水に対する不安感・不便感については「不安・不便を感じている」

が１２９社（４３.４％）で、「不安・不便を感じていない」が１６６社（５５.

９％）となっている。不安・不便を感じる点については、水質が１０９社（８

４.５％）と高くなっている。 

 

１８ 市営水道整備後の水道の使用予定について（表１７） 

市営水道整備後の水道の使用予定については「水道を使用する」が１１５社

（３８.７％）あった一方で、「水道を使用しない」が１７１社（５７.６％）

と約６割が使用を望んでいない。これは「水道を使用する」の回答の中でも、

「飲料水、生活用水のみ水道水に切り替え」が７０社（６０.９％）と多くな

っていることから、利用料金への懸念が考えられる。 

 

１９ 公民センターの利用状況（企業・事務所として）（表１８） 

  公民センターの利用状況は「利用したことがない」が２０５社（６９．０％）

で大多数となっている。また「利用したことがある」の中でも年間４回未満が

５８社で７０．８％となっており、利用実績が少なくなっている。 

 

２０ 公民センターの今後の利用意向（企業・事務所として）（表１９） 

  公民センターの今後の利用意向については「今後（も）利用する予定はない」

が１９２社（６４.６％）で大多数となっている。 

 

２１ 市の産業振興策への期待（自由意見）（表２０） 

上水道の早期整備、道路の整備、工業団地の拡大、設備投資支援、雨水排水 

 対策、通勤バス整備、製品ＰＲコーナーの設置、外灯・カメラ設置による治安

体制整備などの要望があり、市の振興策への期待が高い。 


